
令和４年（202２年）３月１４日

建 設 委 員 会 資 料

都 市 基 盤 部 建 築 課

中野区耐震改修促進計画（一部改定）の策定について

中野区耐震改修促進計画（一部改定案）に対するパブリック・コメント手続の結果

等を踏まえ、中野区耐震改修促進計画（一部改定）を策定したので、以下のとおり報

告する。

１ パブリック・コメント手続の実施結果について

（１）意見募集期間

令和４年１月７日（金）から１月２８日（金）まで

（２）提出方法別意見提出者数

（３）提出された意見の概要及びそれに対する区の考え方

【アクションプログラムについて】 （１件）

（４）提出された意見により変更した箇所とその理由

なし

No 提出された意見の概要 区の考え方

１ 住宅耐震化緊急促進アクションプ

ログラムは、非常に良い取組みだと

思う。特に重点区域の設定に危険度

の高い地域を加えたことは住民と

して心強い。住宅マスタープランで

は緊急性について触れられていな

いため、連携を取って計画を推進す

ることを期待する。

耐震化の緊急性その他耐震化に係

る事項については、本計画にて示し

ているところである。本計画と住宅

マスタープランは関連計画として、

相互に連携を図りつつ、取組を進め

ていく。

提出方法 人（団体）数

電子メール １件

ファクシミリ －

郵送 －

窓口 －

合計 １件



２ 東京都への意見照会の結果について

意見なし

３ 中野区耐震改修促進計画（一部改定）の策定

別添のとおり

４ 今後の予定

令和４年 ３月下旬 ホームページ等で周知

４月１日 中野区耐震改修促進計画の実施



中野区耐震改修促進計画

（一部改定）

令和４（２０２２）年３月

中 野 区
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第１章 はじめに

１ 計画の概要

（１）計画改定の背景と目的

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、国は同年１０月に「建築物の

耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）」

を制定し、建築物の地震に対する安全性を確保するため、建築物の耐震化に取り組んできま

した。その後、平成２３年３月に発生した東日本大震災を受け、平成２５年１１月に耐震改

修促進法等が改正され、一定規模以上の建築物に対する耐震診断の実施及び診断結果の公表

が義務化されました。さらにその後も、平成２８年４月の熊本地震、平成３０年９月の北海

道胆振東部地震などの大規模な地震が頻発し、平成３０年６月の大阪府北部を震源とする地

震においてはブロック塀の倒壊による人的被害が発生しました。こうした被害を踏まえ、平

成３１年１月の耐震改修促進法施行令等の改正では、避難路沿道における一定規模以上のブ

ロック塀等について、建築物と同様に耐震診断の実施及び診断結果の報告が義務付けられま

した。

東京都（以下「都」という。）では、平成１９年３月に「東京都耐震改修促進計画」を策定

し、令和２年３月の一部改定において、特定緊急輸送道路沿道建築物及び組積造の塀に関す

る耐震化の新たな方針を示しました。また、令和３年３月の一部改定では、住宅及び特定建

築物等について新たな目標を示すとともに、目標達成に向けた更なる取組を推進することと

しています。

区では、住宅・建築物の耐震性の向上を図ることにより、震災から区民の生命と財産を守

るとともに、災害に強い安全なまちを実現することを目的として、平成１９年１１月に「中

野区耐震改修促進計画」を策定し、建築物の耐震化に取り組んできました。また、前回改定

（平成２８年７月）では計画期間を令和７年度までの１０年間とし、第２章・第３章は令和

２年度を検証年次とした５年間の年次計画として改定を行いました。今回の一部改定は、前

回改定以降の国及び都の関係法令・計画改定等との整合を図るとともに、令和２年度末の耐

震化の状況を再検証し、今後５年間の年次計画を実施するための指針を見直すことで、建築

物の耐震化をより計画的かつ総合的に促進するために行うものです。

（２）計画の位置付け

本計画は、耐震改修促進法第６条第１項の規定に基づき策定するものであり、「東京都耐震

改修促進計画」、「中野区基本計画」及び「中野区地域防災計画」等との整合を図り定めるも

のとします。

【図－１】耐震改修促進計画の位置付け

中野区基本構想

中野区基本計画

中野区地域防災計画中野区国土強靱化地域計画

中野区耐震改修促進計画 東京都耐震改修促進計画

耐震改修促進法

中野区住宅マスタープラン

中野区都市計画

マスタープラン
関連計画

等
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２ 対象区域と対象建築物

本計画の対象区域は、中野区全域とします。

本計画の対象とする建築物は、原則として建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）にお

ける新耐震基準※１導入以前に建築された建築物のうち、【表－１】に示すものとします。

【表－１】耐震改修促進計画の対象建築物

※1 新耐震基準とは、建築基準法の改正により昭和５６年６月１日に導入された耐震基準です。建築基準法の最低限遵守すべ

き基準として、建築物の耐用年数中に何度か遭遇するような中規模の地震（震度５強程度）に対しては、構造体を無被害

にとどめ、極めてまれに遭遇するような大地震（震度６強程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を

生じないことを目標としています。

※2 本計画において、「特定緊急輸送道路」、「一般緊急輸送道路」及び「区が指定する通行障害を防ぐべき道路」を「地震発生

時に通行障害を防ぐべき道路」とします。

種 類 内 容 耐震改修促進法上の取り扱い

（１）住宅 ・戸建住宅、共同住宅など

（２）特定建築物

特定既存耐震不適格建築物
・多数の者が利用する一定規模

以上の建築物

耐震改修促進法第１４条第１号及

び第２号に定める建築物（第３号

は「（４）地震発生時に通行障害を

防ぐべき道路沿道建築物」に含む）

要緊急安全確認大規模

建築物

・耐震診断が義務付けされてい

る建築物

・地震に対する安全性を緊急に

確かめる必要がある大規模な

建築物

耐震改修促進法附則第３条第１項

に定める建築物

（３）防災上重要な区有建築物
・本庁舎、小中学校などの公共

建築物

（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路※２沿道建築物

緊急輸送道路沿道建築物

特定緊急輸送道路

沿道建築物

・「特定緊急輸送道路」に接す

る一定高さ以上の建築物

・耐震診断が義務付けされてい

る建築物

耐震改修促進法第７条に定める要

安全確認計画記載建築物

一般緊急輸送道路

沿道建築物

・「特定緊急輸送道路」以外の

「緊急輸送道路」に接する一

定高さ以上の建築物

耐震改修促進法第１４条第３号に

定める特定既存耐震不適格建築物

区が指定する通行障害を

防ぐべき道路沿道建築物

・「区が指定する通行障害を防

ぐべき道路」の沿道建築物

耐震改修促進法第１４条第３号に

定める特定既存耐震不適格建築物

通行障害建築物となる

組積造の塀

・特定緊急輸送道路に接する建

物に附属する一定長さ・高さ

を超える組積造の塀（補強コ

ンクリートブロック造の塀を

含む）

耐震改修促進法第７条に定める要

安全確認計画記載建築物
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（１）住宅

地震による住宅の倒壊等を防ぐことは、そこで暮らす住民の生命と財産を守るだけではな

く、倒壊住宅による道路閉塞を防止することで、円滑な消火活動を可能とし、火災延焼の抑

止にもつながります。さらに、住宅の損傷が少なければ住み続けることが可能となり、早期

の生活再建にも効果があります。こうしたことから、住宅の耐震化を推進していく必要があ

ります。

（２）特定建築物

多数の者が利用する一定規模以上の建築物が倒壊した場合、利用者が被害を受けるだけで

なく、倒壊建築物による道路閉塞により、応急活動に支障をきたすことになります。また、

建築物を使用しての事業継続が困難となった場合、経済活動へも大きな影響があります。こ

うしたことから、特定建築物は着実に耐震化を図る必要があります。

耐震改修促進法では、不特定多数の者が利用する建築物や自力での避難が困難な高齢者や

乳幼児などが利用する建築物のうち大規模なものを「要緊急安全確認大規模建築物」と位置

付け、要安全確認計画記載建築物と同様に耐震診断の実施を義務付けています。また、要緊

急安全確認大規模建築物を除く、多数の者が利用する一定規模以上の建築物を「特定既存耐

震不適格建築物」と位置付けています。

これらのうち【表－２】に示す建築物を特定建築物として、耐震化を促進していきます。

（３）防災上重要な区有建築物

公共建築物は、多数の区民に利用されるとともに、災害時の活動拠点や避難施設等として

重要な役割を担っています。また、地方公共団体が民間建築物の耐震化を先導して公共建築

物を耐震化していくことが重要です。

このことから、東京都震災対策条例第１７条及び同施行規則第８条に位置付けられた建築

物、特定建築物の要件を満たす建築物、多数の区民が利用する建築物、その他防災上重要な

建築物について、率先して耐震化を図ることが不可欠です。

なお、防災上重要な区有建築物については、すべて耐震性を満たしています。
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【表－２】特定建築物一覧表

※3 要緊急安全確認大規模建築物の規模要件に該当するものは含みません。また、本計画においては、耐震改修法第１４条第

３号の通行障害建築物は、一般緊急輸送道路沿道建築物及び区が指定する通行障害を防ぐべき道路沿道建築物として別に

扱うため、特定建築物からは除きます。

※4 耐震改修促進法第１５条第２項に基づく指示をいいます。

※5 耐震改修促進法附則第３条による耐震診断実施の義務付け建築物をいいます。

用 途

特定既存耐震不適格建築物※３

要緊急安全確認大規模

建築物※５の規模要件

（耐震改修促進法附則第３条）
規模要件

（耐震改修促進法第１４条）

指示※４対象となる規模要件

（耐震改修促進法第１５条）

学校

小中学校、義務教育学校、

中等教育学校の前期課程

又は特別支援学校

階数２以上かつ１,０００㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

階数２以上かつ１,５００㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

階数２以上かつ３,０００㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

上記以外の学校 階数３以上かつ１,０００㎡以上

体育館（一般公共の用に供される

もの）
階数１以上かつ１,０００㎡以上 階数１以上かつ２,０００㎡以上 階数１以上かつ５,０００㎡以上

ボーリング場、スケート場、水泳場

等の運動施設

階数３以上かつ１,０００㎡以上

階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上
病院、診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会場、公会堂

展示場

卸売市場

百貨店、マーケット、その他の物

品販売業を営む店舗 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上

ホテル、旅館

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿

舎、下宿

事務所

老人ホーム、身体障害者福祉ホー

ム等に類するもの

階数２以上かつ１,０００㎡以上 階数２以上かつ２,０００㎡以上 階数２以上かつ５,０００㎡以上老人福祉センター、児童厚生施

設、身体障害者福祉センター等に

類するもの

幼稚園、幼保連携型認定こども

園、保育所
階数２以上かつ５００㎡以上 階数２以上かつ７５０㎡以上 階数２以上かつ１,５００㎡以上

博物館、美術館、図書館

階数３以上かつ１,０００㎡以上

階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上

遊技場

公衆浴場

飲食店、キャバレー、料理店等に

類するもの

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行等

に類するサービス業を営む店舗

工場（危険物の貯蔵場又は処理場

を除く）

車両の停車場等で旅客の乗降又

は待合の用に供するもの

階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上

自動車車庫その他の自動車又は

自転車の停留又は駐車のための

施設

保健所、税務署その他これらに類

する公益上必要な建築物

危険物の貯蔵場又は処理場の用

途に供する建築物

政令で定める数量以上の危険

物を貯蔵、処理するすべての

建築物

５００㎡以上

階数１以上かつ５,０００㎡以上

（敷地境界線から一定距離以

内に存する建築物に限る）
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（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路

地震発生時に通行障害を防ぐべき道路は、大地震の発生時に救急救命活動や緊急支援物資

の輸送の大動脈となる道路です。このため、この道路沿道の建築物の倒壊による道路閉塞を

防ぎ、緊急輸送のための道路としての機能を確保することは、区民の生命と財産を守るとと

もに、首都機能を維持するため極めて重要です。

平成２３年４月、都は「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例（以

下「耐震化推進条例」という。）」を施行し、緊急輸送道路の建築物の耐震化を重点的に推進

しています。また、平成２６年４月から、耐震改修促進法に基づく取組をあわせて行い、耐

震化を推進しています。

① 地震発生時に通行障害を防ぐべき道路の指定

緊急輸送道路は、都により阪神・淡路大震災での教訓を踏まえて指定されています。この

うち、耐震化推進条例に基づき、特に沿道の建築物の耐震化を図る必要があると認められる

ものが「特定緊急輸送道路」として指定されており、本計画ではそれ以外のものを「一般緊

急輸送道路」といいます。

また、本計画において、耐震改修促進法第６条第３項第２号に規定する通行障害を防ぐべ

き道路を指定しています。（第３章２－４参照）

【表－３】地震発生時に通行障害を防ぐべき道路の定義

② 耐震化すべき沿道建築物の定義

震災時において、地震発生時に通行障害を防ぐべき道路の機能を確保するため、倒壊する

危険性が高く、倒壊した場合に道路を閉塞する可能性が高い建築物について耐震化を図る必

要があります。このことから、耐震改修促進法及び耐震化推進条例では【図－２】に示す建

築物（以下「沿道建築物」という。）の耐震化を推進することとしています。

区 分 内 容

特定緊急輸送道路

主要な防災拠点、空港や港湾などを結ぶ道路及び他県からの緊急

物資や救援活動の受入れのための広域的な道路ネットワークを構

築し、特に沿道の建築物の耐震化を図る必要がある道路

一般緊急輸送道路 上記以外の緊急輸送を担う道路

区が指定する通行障害

を防ぐべき道路

中野区地域防災計画に位置付けられている道路障害物除去路線の

うち区が定めた道路
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【図－２】耐震化すべき沿道建築物の定義

③ 通行障害建築物となる組積造の塀

平成３１年１月の耐震改修促進法施行令等の改正により、建築物に附属する組積造の塀が

通行障害建築物に追加されました。【図－３】に示す規模の組積造の塀（補強コンクリート

ブロック造の塀を含む）は耐震改修促進法第７条第３号に定める要安全確認計画記載建築物

に該当し、耐震診断が義務付けられています。

なお、区内には対象となる規模の組積造の塀はありません。

【図－３】通行障害建築物となる組積造の塀

通行障害を防ぐべき道路に敷地が接する建築物のうち、次のすべてに該当する建築物

・新耐震基準導入以前に建築された建築物

・高さが概ね道路幅員の１／２以上の建築物

前面道路が幅員１２ｍを超える場合 前面道路が１２ｍ以下の場合

特定緊急輸送道路に敷地が接する建築物に附属する組積造の塀のうち、次のすべてに該当する塀

・新耐震基準導入以前に建築された建築物

・長さが８ｍを超える塀

・高さが塀から道路中心線までの距離を２.５で除して得た数値を超える塀

Ｌ／２ Ｌ／２

前面道路幅員（Ｌ）

塀高さ（Ｈ）

道路境界 道路境界

θ

θ 1

2.5

前面道路境界線

までの水平距離（ｄ）

Ｈ　＞
２

Ｌ

２．５

＋ｄ

のとき、高さ要件に該当
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④ 沿道建築物の所有者と占有者の責務

地震により当該沿道建築物が倒壊し、地震発生時に通行障害を防ぐべき道路が閉塞した場

合の影響が大きいことから、耐震化推進条例では【表－４】のとおり、沿道建築物の所有者

は自らの社会的責任を認識して耐震化に努めるものとし、占有者は所有者が行う耐震化の実

現に向けて協力するよう努めるものとしています。

【表－４】沿道建築物の所有者と占有者の責務

区 分 内 容 根 拠 条 文

特定緊急輸送道路

沿道建築物の所有者

沿道建築物の耐震診断を実施し、

その結果を知事に報告しなければ

ならない。〈義務〉

耐震化推進条例第１０条第１項

及び第２項

沿道建築物の耐震診断を実施し、

その結果を所管行政庁に報告しな

ければならない。〈義務〉

耐震改修促進法第７条第２号

耐震診断の結果、地震に対する安

全性の基準に適合しない場合、耐

震改修等を実施するよう努めなけ

ればならない。〈努力義務〉

耐震化推進条例第１０条第３項

耐震改修促進法第１１条

占有者に対し、地震に対する安全

性の基準に適合しない旨を通知す

るよう努めなければならない。〈努

力義務〉

耐震化推進条例第１０条第４項

占有者に対し耐震改修等の実現に

向けた協力を求めるよう努めなけ

ればならない。〈努力義務〉

耐震化推進条例第１０条第５項

特定緊急輸送道路

沿道建築物の占有者

所有者が行う耐震改修等の実現に

向けて協力するよう努めなければ

ならない。〈努力義務〉

耐震化推進条例第１４条の２第

２項

一般緊急輸送道路

沿道建築物の所有者

沿道建築物の耐震化に努めなけれ

ばならない。〈努力義務〉

耐震化推進条例第５条

耐震改修促進法第１４条第３号

区が指定する通行障

害を防ぐべき道路

沿道建築物の所有者

沿道建築物の耐震化に努めなけれ

ばならない。〈努力義務〉
耐震改修促進法第１４条第３号
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３ 計画期間と検証年次

本計画は、平成２８年度から令和８年度までを計画期間とし、目標値の設定や耐震化へ向

けた取組を行います。また、社会情勢の変化や計画の実施状況に適切に対応するため、定期

的に検証を行い、必要に応じて施策の見直しなど計画の改定を行います。

なお、「第２章 耐震化の実施に関する目標」及び「第３章 耐震化の促進を図るための施策」

では原則、令和４年度から令和８年度までの５年間の年次計画を示します。
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第２章 耐震化の実施に関する目標

１ 想定する地震の規模・被害の状況

（１）想定する地震の規模

本計画で想定する地震は、東京湾北部地震及び多摩直下地震（いずれもマグニチュード（以

下「Ｍ」という。）７．３）、元禄型関東地震（Ｍ８．２）、立川断層帯地震（Ｍ７．４）のう

ち、東京湾北部地震（Ｍ７．３）とします。地震の発生は冬の夕方１８時と想定します。な

お、区内の震度分布では最大で震度６強とされています。この地震は平成２４年４月策定の

東京都防災会議「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」が想定した地震のうち、中

野区に大きな被害を及ぼすものとされています。

（２）想定する人的被害・建物被害の状況

都全域及び区内における被害想定は、【表－５】【表－６】【表－７】のとおりです。

【表－５】東京都における地震の規模・被害の想定

（出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」平成２４年４月）

（１）想定する地震の規模は、東京湾北部地震（マグニチュード７.３）、発生は冬の夕方

１８時とします。

（２）被害の状況は、「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」（東京都防災会議、平

成２４年４月）に基づき想定します。

想定する地震
建物被害による

死者数

負傷者数

（ ）内:うち重傷者数
建物全壊棟数

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の５時、風速８m/s）
７,６49 人

１３8,804 人

（１８,０73 人）
１１６,224 棟

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の１２時、風速８m/s）
６,296 人

１３4,854 人

（１８,267 人）
１１６,224 棟

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の１８時、風速８m/s）
９,６41 人

１４7,611 人

（２1,893 人）
１１６,224 棟
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【表－６】中野区における地震の規模・被害の想定

（出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」平成２４年４月）

【表－７】中野区における人的・建物被害の想定

※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがあります。

（出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」平成２４年４月）

想定する地震
建物被害による

死者数

負傷者数

（ ）内:うち重傷者数
建物全壊棟数

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の５時、風速８m/s）
１53 人

2,958 人

（311 人）
２,２41 棟

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の１２時、風速８m/s）
１００人

１,８28 人

（２09 人）
２,２41 棟

東京湾北部地震Ｍ７.３

（冬の１８時、風速８m/s）
214 人

２,４15 人

（３56 人）
２,２41 棟

項 目
東京湾北部地震 M７.３

（冬の１８時、風速８m/s）

建物 全壊棟数 ２,２４１ 棟

火災
火災件数 ２４ 件

焼失棟数（全壊建物含） ７,２２２ 棟

死者

ゆれ/液状化/建物被害 ７８ 人

急傾斜地崩壊 １ 人

火災 １３３ 人

ブロック塀 １ 人

落下物 ０ 人

計※ ２１４ 人

負傷者 発生数 ２,４１５ 人

帰宅困難者 発生数 ２１３,２２７ 人

避難者の発生 発生数 ７６,８０７ 人

避難所生活者 発生数 ４９,９２５ 人

エレベーター停止台数 発生数 １０８ 台

災害時要援護者 死者数 １２５ 人

自力脱出困難者 発生数 ６３３ 人

震災廃棄物 発生量 ９０ 万 t
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２ 耐震化の現状と課題について

（１）住宅

【基礎的データ】

・平成３０年度住宅・土地統計調査を基に推計した令和２年度末現在の区内の住宅総数は、

約２０万６千戸あります。

【これまでの取組】

・令和２年度末の耐震化率※７９５％を目標として、耐震化推進に取り組んできました。

・震災時において区民の生命や財産の保護、地域の被害軽減を図るため、自助・共助・公助

の原則を踏まえ、所有者が主体的に耐震化に取り組むことができるよう、相談体制の整備

や情報提供など必要な環境整備や技術的支援を行ってきました。

・とりわけ、木造住宅密集地域については、大規模な市街地火災が発生するおそれが高く、

地震発生により住宅が倒壊した場合、道路の閉塞等により消火や避難が困難となります。

その結果、広範かつ甚大な被害につながるおそれがあるため、地域内の木造住宅について

建替え等の支援を行ってきました。また、令和２年度からは区内全域において、木造住宅

の耐震補強への支援も行ってきました。

・分譲マンションについては、戸建住宅に比べ規模が大きく、地震により倒壊等の被害が生

じた場合、道路閉塞を引き起こすなど、周辺地域にも大きな影響が及ぶ上、合意形成の難

しさから、その再建には困難を伴います。このため、耐震診断や耐震改修等のための財政

的支援を行うとともに、耐震診断実施に向けた助言や誘導等を実施し、耐震化を促進して

きました。

・区営住宅についても、耐震化促進に向け取り組んできました。

・耐震フォーラムの開催、戸別訪問、耐震対策チラシの戸別配布等により耐震化に関する普

及啓発を実施してきました。

【耐震化の現状】

・令和２年度末時点の区内住宅総数約２０万６千戸のうち、約１８万６千戸（９０％）の住

※6 本計画において「民間特定建築物」とは、耐震改修促進法第１４条第１号に定める特定既存不適格建築物（住宅を除く）のうち

民間が所有する建築物のことです。

※7 耐震化率とは、耐震性を有する住宅（建築物）数（昭和５７年以降の建築物数＋昭和５６年以前の建築物のうち、耐震性を満た

す建築物数）が住宅（建築物）数（昭和５７年以降の建築物数＋昭和５６年以前の建築物数）に占める割合です。

（１）住宅については、約９０％が耐震性を満たしていると推計されます。

（２）民間特定建築物※６については、約９２％が耐震性を満たしていると推計されます。

（３）防災上重要な区有建築物については、１００％が耐震性を満たしています。

（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路の沿道建築物については、約８６％が耐震性を

満たしていると推計されます。
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宅が必要な耐震性※８を満たしていると推計されます。一方、約２万戸（１０％）の住宅は

必要な耐震性が不十分であると推計されます。

・そのうち木造住宅では８５.５％、マンション等の非木造住宅では９２.７％が耐震性を満

たしていると見込まれます。

【表－８】住宅の耐震化の現状（戸数ベース）

【表－９】住宅の耐震化の現状（棟数ベース）

※8 必要な耐震性とは、木造建築物の耐震性を表す指標（総合評点）１.０以上、非木造建築物の耐震性を表す指標（Is 値）０.６以上

あれば耐震性があると判断しています。

用途

区分
構 造

昭和５６年

以前の住宅

昭和５７年

以降の住宅

住 宅

合 計

耐震性を

満たす住宅

耐震性が不

十分な住宅
耐震化率

（令和２年度末）

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ／Ｃ

戸

建

住

宅

木 造 ９,５６６ ２６,０４０ ３５,６０６ ２８,８２３ ６,７８３ ８１.０％

非木造 ５１３ ２,９５３ ３,４６６ ３,２５５ ２１１ ９４.０％

計 １０,０７９ ２８,９９３ ３９,０７２ ３２,０７８ ６,９９４ ８２.１％

集

合

住

宅

木 造 ６,１９４ ２７,３５９ ３３,５５３ ３０,２８２ ３,２７１ ９０.３％

非木造 ２１,３５８ １１２,０９６ １３３,４５４ １２３,５９８ ９,８５６ ９２.７％

計 ２７,５５２ １３９,４５５ １６７,００７ １５３,８８０ １３,１２７ ９２.２％

住

宅

数

木 造 １５,７６０ ５３,３９９ ６９,１５９ ５９,１０５ １０,０５４ ８５.５％

非木造 ２１,８７１ １１５,０４９ １３６,９２０ １２６,８５３ １０,０６７ ９２.７％

計 ３７,６３１ １６８,４４８ ２０６,０７９ １８５,９５８ ２０,１２１ ９０.３％

用途

区分
構 造

昭和５６年

以前の住宅

昭和５７年

以降の住宅

住 宅

合 計

耐震性を

満たす住宅

耐震性が不

十分な住宅
耐震化率

（令和２年度末）

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ／Ｃ

戸

建

住

宅

木 造 ９,５６６ ２６,０４０ ３５,６０６ ２８,８２３ ６,７８３ ８１.０％

非木造 ５１３ ２,９５３ ３,４６６ ３,２５５ ２１１ ９４.０％

計 １０,０７９ ２８,９９３ ３９,０７２ ３２,０７８ ６,９９４ ８２.１％

集

合

住

宅

木 造 １,６４１ ７,２４６ ８,８８７ ８,０２１ ８６６ ９０.３％

非木造 ２,２５３ １１,８２６ １４,０７９ １３,０３９ １,０４０ ９２.７％

計 ３,８９４ １９,０７２ ２２,９６６ ２１,０６０ １,９０６ ９１.８％

住

宅

数

木 造 １１,２０７ ３３,２８６ ４４,４９３ ３６,８４４ ７,６４９ ８２.９％

非木造 ２,７６６ １４,７７９ １７,５４５ １６,２９４ １,２５１ ９２.９％

計 １３,９７３ ４８,０６５ ６２,０３８ ５３,１３８ ８,９００ ８５.７％

（単位：戸）

（単位：棟）
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【課題】

・これまで、計画において目標としていた令和２年度末の耐震化率９５％を達成するために

は、平成２６年度末の耐震化率８４.６％から１０.４％上昇する必要がありましたが、住

宅着工数の減少などにより、令和２年度末の耐震化率は９０.３％であり、６年間で５.７％

の上昇にとどまっています。

・目標の耐震化率を達成するためには、これまでよりも早いペースで耐震化を進める必要が

あります。

・そのためには、所有者自らが取り組むべき問題という意識を高めることが不可欠であり、

引き続き、普及啓発を推進するとともに、相談体制の充実を図る必要があります。

・区は建物所有者が耐震化に取り組みやすい環境整備として、区民に対する相談体制の整備

や都と情報共有する必要があります。

・建物所有者の取組を促進し、地域住民の生命と財産を保護するためには、区民にとって身

近な存在である区の役割が極めて重要であり、相談体制の充実や普及啓発の更なる推進な

どの支援強化について都と連携していくことが必要です。

≪木造住宅密集地域における住宅≫

・区内の不燃化特区の指定を受けた地域では、建替えによる住宅の不燃化・耐震化に加え、

建替えに至らない住宅については耐震改修等を促進するとともに、震災時において救急車

両の通行や避難が可能となる道路の整備を推進し、防災性の向上を目指しています。

≪分譲マンション≫

・耐震診断の実施に必要である構造図や構造計算書などの設計図書を保管していないマンシ

ョンも多く、図面復元には相当の費用を要するため、耐震診断の実施に至らない要因とな

っています。

・耐震診断や耐震改修等についての助成を実施していますが、合意形成の難しさから実施に

向けた取組が遅れています。

・マンションの耐震化の一層の促進を図るため、管理組合等に対する普及啓発や支援を強化

するとともに、公共性・公益性等の観点から対象を重点化し、集中的に支援を行うなど、

効率的、重点的に耐震化を進めていく必要があります。

（２）民間特定建築物

【これまでの取組】

・令和２年度末の耐震化率９５％を目標として、耐震化推進に取り組んできました。

・震災時において区民の生命や財産の保護、地域の被害軽減を図るため、自助・共助・公助

の原則を踏まえ、所有者が主体的に耐震化に取り組むことができるよう、相談体制の整備

や情報提供など必要な技術的支援を行ってきました。
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・耐震改修促進法により、平成２７年１２月末を期限に耐震診断の実施が義務付けられてい

た要緊急安全確認大規模建築物については、都と連携し、所有者に診断の実施を働きかけ

てきました。

【耐震化の現状】

・令和２年度の特殊建築物等定期調査報告※９等を基に推計した令和２年度末現在の区内の民

間特定建築物は、２５８棟あります。

・都の耐震化率の推計方法に準じて算定すると、このうち、２３７棟（９１.９％）の建築物

が必要な耐震性を満たしていると推計されます。一方、２１棟（８.１％）の建築物が必要

な耐震性が不十分であると推計されます。

※令和２年度の特殊建築物等定期調査報告を基に都の耐震化率の推計方法を用いて算定した推計です。

【課題】

≪要緊急安全確認大規模建築物≫

・耐震性が不十分な建築物について、建物所有者への指導・助言等様々な方策により、耐震

改修等への実施に向けた取組を行う必要があります

※9 特殊建築物等定期調査報告とは、建築基準法第１２条第１項に定める、不特定多数の者が利用する建築物（特殊建築物

等）の所有者が、有資格者に維持保全状況を調査させ、特定行政庁に報告する制度です。本計画では、特殊建築物等定期

調査報告により把握した建築物を特定建築物として推計しました。

※10 防災上重要な建築物のうち小中学校・病院とは、中野区地域防災計画の中で小中学校は「指定避難所」、病院は「災害拠

点病院等」として位置付けている施設です。

※11 災害時要配慮者が利用する建築物で、社会福祉施設等とは、中野区地域防災計画の中で「二次避難所」として位置付けて

いる施設です。

【表－１０】民間特定建築物の耐震化の現状 （単位：棟）

種 別

昭和５６年

以前の建築物

昭和５７年

以降の建築物

民間特定

建築物合計

耐震性を

満たす建築物

耐震性が不

十分な建築物
耐震化率

（令和２年度末）

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ D／Ｃ

防災上重要な建築物のう

ち小中学校・病院※１０ １０ １２ ２２ ２２ ０ １００％

災害時要配慮者が利用す

る建築物
（社会福祉施設等※１１）

４ ２５ ２９ ２９ ０ １００％

不特定多数の者が利用す

る建築物
（ホテル、百貨店、映画館、物販

店舗等）

３７ ６１ ９８ ８０ １８ ８１.６％

その他の建築物
（その他学校、事務所飲食店等）

１７ ９２ １０９ １０６ ３ ９７.２％

合 計 ６８ １９０ ２５８ ２３７ ２１ ９１.９％



16

（３）防災上重要な区有建築物

【これまでの取組】

・平成２７年度末の耐震化率１００％を目標として、耐震化推進に取り組んできました。

・このうち区有建築物については、平成２４年度改定の中野区区有施設耐震改修計画に基づ

き、耐震化を推進してきました。

【耐震化の現状】

・令和２年度末時点の区内の防災上重要な区有建築物は、２１４棟あります。

・区分Ⅰの建築物については、平成２８年１月末時点で、中野区区有施設耐震改修計画で示

された補強対象施設の耐震化率は１００％となっています。

・なお、補強対象外の３施設が現存していますが、学校としての用途は廃止され、災害時の

避難所として指定されています。しかし、耐震性能ランクは都の「建築物の耐震診断シス

テムマニュアル」（二次診断）によるＢ１からＢ３であり、比較的高い水準にあることから、

当面補強の必要性はないと考えられます。

・区分Ⅱの建築物は、耐震化が１００％完了しています。

※12 平成２５年度に耐震改修を実施し、一般公共施設等の構造耐震指標の目標は満たしていますが、災害応急活動に必要な

庁舎施設等の耐震指標は満たしていません。

※13 教育委員会所管の施設については、必要な耐震改修がすべて終了しています。

【表－１１】防災上重要な区有建築物の耐震化の現状 （単位：棟）

区 分

昭和５６年

以前の建築物

昭和５７年

以降の建築物

区有建築物

合計

耐震性を

満たす建築物

耐震性が不

十分な建築物
耐震化率

（令和２年度末）

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ/Ｃ

<区分Ⅰ>

・東京都震災対策条例第１７

条に位置付けている建築物

のうち、本庁舎※１２、小中学

校※１３

９６ ２０ １１６ １１６ ０ １００％

<区分Ⅱ>

・区分Ⅰ以外の東京都震災

対策条例第１７条及び同施

行規則第８条に位置付けて

いる建築物

・特定建築物の要件を満たす

建築物

・多数の区民が利用する建築

物

・その他防災上重要な建築物
（特別養護老人ホーム、高齢者

福祉センター、保育園等）

４０ ５５ ９５ ９５ ０ １００％

<区分Ⅱ>

・その他防災上重要な建築物
（避難所）

３ ０ ３ ３ ０ １００％

合 計 １３９ ７５ ２１４ ２１４ ０ １００％
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（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物

① 特定緊急輸送道路沿道建築物

【これまでの取組】

・平成２３年３月に耐震化推進条例が制定され、沿道の対象建築物の所有者に対して耐震診

断を義務付けるとともに、令和７年度末の耐震化率１００％を目標として、耐震診断や改

修等の実施を働きかけてきました。

・これまでの耐震化のための財政的支援に加え、平成２４年４月からは耐震診断については

原則負担なし、改修等についても最大で工事費用の９割を助成するなど、支援の拡充を図

ってきました。

・区では、耐震診断を実施していない建築物を対象に指導・助言等を実施してきました。ま

た、都では平成２７年４月、区では平成３１年４月に耐震診断を実施していない建築物の

所在地や建物名称等の公表を行い、更なる耐震診断実施の働きかけを推進してきました。

【耐震化の現状】

・令和２年度末時点で、８９.３％が耐震性を満たしていると見込まれます。

・耐震性が不十分な建築物として１００棟が存在しています。この内訳として、未診断のも

のが６棟、耐震診断の結果、耐震性が不十分なものが９４棟あります。

【課題】

・旧耐震基準の建築物の５８.８％が耐震化されていない、又は、耐震診断が実施されていな

いことから、指導・助言等を通じ、耐震改修等の実施に向けた取組を強力に推進していく

ことが必要です。

・区内の特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化率１００％を達成するには、年間にして約２

０棟に相当する耐震改修等の実現が求められています。

≪耐震診断≫

・令和３年３月末時点で、旧耐震基準の建築物の３.９％について耐震診断が実施されていな

いことから、早期にすべての建築物で耐震診断が実施されるよう、指導等を行っていく必

要があります。

≪耐震改修等≫

・耐震化率１００％の達成に向け、引き続き、建物所有者への支援や都と連携した指導・助

言等様々な方策により、耐震化を推進していくことが必要です。

・都が実施した耐震改修等を実施していない建築物の所有者へのアンケート調査において

「耐震化を実施する予定なし」と回答した所有者に対しては、都と連携し、改めて特定緊

急輸送道路の位置付けや耐震化等の重要性を啓発していくことが今後も必要です。
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・耐震診断実施の後、耐震改修等の耐震化に着手するためには、工法や工事の影響、費用等

についての比較検討が必要であり、こうした検討に対しても支援していくことが必要です。

・区では、令和３年度から特定緊急輸送道路沿道にある倒壊の危険性が高い大規模マンショ

ン及び住宅以外の建築物に対する助成基準単価を引き上げ、所有者等の負担の軽減を図っ

てきています。

② 一般緊急輸送道路沿道建築物

【これまでの取組】

・平成２３年３月に耐震化推進条例が制定され、令和２年度末の耐震化率９５％を目標とし

て、耐震診断や耐震改修等の実施について都と連携し、働きかけてきました。

・これまでも耐震化のための財政的支援を行ってきており、耐震診断や耐震改修等に要する

費用の所有者負担軽減を図ってきたところです。

【耐震化の現状】

・令和２年度末時点で、８５.５％が耐震性を満たしていると見込まれます。

・耐震性が不十分な建築物として約１８４棟が存在しています。

【課題】

・中野区国土強靭化地域計画に示された指標を基に、令和８年度末での耐震化率の目標を１

００％として施策を推進します。

・この目標を達成するには、年間にして約３７棟に相当する耐震改修等の実現が必要です。

・実効性を確保するためには、耐震診断、補強設計、耐震改修助成制度の期間や助成額など

の見直しを定期的に行う必要があります。

・耐震診断や耐震改修等の実施に向け、これまでと同様、所有者等への支援や指導・助言な

ど様々な方策により、推進していくことが必要です。

③ 区が指定する通行障害を防ぐべき道路沿道建築物

【これまでの取組】

・平成２８年７月に中野区耐震改修促進計画が改定され、令和２年度末の耐震化率９５％を

目標として、耐震診断や耐震改修等の実施を働きかけてきました。

・これまでも耐震化のための財政的支援を行ってきており、耐震診断や耐震改修等に要する

費用の所有者負担軽減を図ってきたところです。
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【耐震化の現状】

・令和２年度末時点で、８５.３％が耐震性を満たしていると見込まれます。

・耐震性が不十分な建築物として約２２９棟が存在しています。

【課題】

・区が指定する通行障害を防ぐべき道路の沿道建築物の耐震化率の目標を令和８年度まで継

続し、実効性を確保します。

・令和８年度末までに耐震化率９５％を達成するためには、年間にして約３０棟に相当する

耐震改修の実現が必要です。

・耐震診断、補強設計、耐震改修助成制度の期間や助成額の見直しを定期的に行う必要があ

ります。

・耐震診断や改修等の実施に向け、これまでと同様、所有者等への支援や指導・助言など様々

な方策により、推進していくことが必要です。

【表－１２】地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化の現状 （単位：棟）

区 分

昭和５６年

以前の建築物

昭和５７年

以降の建築物

沿道建築物

合計

耐震性を満た

す建築物

耐震性が不十

分な建築物
耐震化率

（令和２年度末）

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ/Ｃ

地震発生時

に通行障害

を防ぐべき

道路沿道建

築物

特定緊急

輸送道路

沿道建築物

１７０ ７７０ ９４０ ８４０ １００ ８９.３％

一般緊急

輸送道路

沿道建築物

４００ ８７５ １,２７５ １,０９１ １８４ ８５.５％

区が指定す

る通行障害

を防ぐべき

道路沿道建

築物

４１８ １,１３７ １,５５５ １,３２６ ２２９ ８５.３％

合 計 ９８８ ２,７８２ ３,７７０ ３,２５７ ５１３ ８６.４％
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３ 耐震化の目標設定の考え方

（１）住宅の耐震化の目標

区民の生命、財産の保護及び地域の被害の軽減を図るため、住宅の耐震化については優先

的に取り組みます。また、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針

（平成１８年国土交通省告示第１８４号。以下「国の基本方針」という。）」を踏まえ、令和８

年度までに耐震化率を１００％とすることを目標とします。

（２）民間特定建築物の耐震化の目標

区内には、大勢の方が利用する民間特定建築物が多数存在し、経済活動の促進に大きな役

割を果たしています。区民の生命の保護と経済活動における減災を図るため、民間特定建築

物の耐震化を促進します。国の基本方針を踏まえ、地震による死者数を被害想定数から半減

させることを目指し、令和８年度までに耐震化率を９５％とすることを目標とします。

（３）防災上重要な区有建築物の耐震化の目標

区有建築物は、多数の区民に利用されることや災害時の活動拠点や避難施設になるため、

耐震化を促進することが求められてきましたが、平成２７年度末をもって耐震改修が必要な

建築物の工事はすべて完了しました。

（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化の目標

地震により防災上重要な道路の沿道の建築物が倒壊し、道路閉塞を起こした場合、広域的

な避難や救急・消火活動に大きな支障をきたし、甚大な被害につながるおそれがあります。

また、地震発生後の緊急物資等の輸送や復旧及び復興活動を困難にさせることが想定されま

す。

このことから、令和８年度までに、特定緊急輸送道路沿道建築物及び一般緊急輸送道路沿

道建築物については耐震化率を１００％とすることを目標とし、区が指定する通行障害を防

ぐべき道路沿道建築物については耐震化率を９５％とすることを目標とします。

（１）住宅については、令和８年度までに耐震化率を１００％とすることを目標とします。

（２）民間特定建築物については、令和８年度までに耐震化率を９５％とすることを目標

とします。

（３）防災上重要な区有建築物についての耐震化は完了しています。

（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物のうち、令和８年度までに、特定

緊急輸送道路沿道建築物及び一般緊急輸送道路沿道建築物については耐震化率を１

００％とすることを目標とし、区が指定する通行障害を防ぐべき道路沿道建築物に

ついては耐震化率を９５％とすることを目標とします。
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【表－１３】耐震化率の現状と目標

※住宅・民間特定建築物及び地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化率は都の推計方法を用いて算定

種 類

耐 震 化 率

現 状

令和２年度末

目 標

令和８年度末

住宅（戸数ベース） ９０.３％ １００％

民間特定建築物 ９１.９％ ９５％

防災上重要な

区有建築物

＜区分Ⅰ＞

・東京都震災対策条例第１７条に位置付け

ている建築物のうち本庁舎・小中学校

１００％ ―

＜区分Ⅱ＞

・区分Ⅰ以外の東京都震災対策条例第１

７条及び同施行規則第８条に位置付け

ている建築物

・特定建築物の要件を満たす建築物

・多数の区民が利用する建築物

・その他防災上重要な建築物

例：特別養護老人ホーム、高齢者福祉セン

ター、保育園等

１００％ ―

＜区分Ⅱ＞

その他防災上重要な建築物

（避難所施設）

１００％ ―

地震発生時に

通行障害を防

ぐべき道路沿

道建築物

特定緊急輸送道路 ８９.３％ １００％

一般緊急輸送道路 ８５.５％ １００％

区が指定する通行障害を防ぐべき道路 ８５.３％ ９５％
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【図－４】耐震化率の目標設定の考え方

住 宅

平成２６ ２7 ２8 ２9 30 令和元 2 3 4 5 6 7 8　（年度）

８４．６％

（平成２6年度末）

90．3％

（令和２年度末）

現状予測 96．0％

（令和8年度末）

目標 100%

住
宅
の
耐
震
化
率
（
％
）

耐震化促進

耐震性を満たす住戸数

185,900 戸　（53,100 棟）

＜耐震化率 約90.3％＞

耐震性が不十分な住戸数

20,100 戸　（8,900 棟）

耐震性を満たす住戸数

建替え等に

伴う増加分

227,000 戸　（65,800 棟）

＜耐震化率 １００%＞

21,000 戸

（3,800 棟）

令和2年度末時点で

耐震性を満たす住戸数

185,900 戸　（53,100 棟）　

耐震化すべき住戸数

20,100 戸　（8,900 棟）

令和2年度末

令和8年度末

住戸総数

206,000戸

住戸総数

227,000戸

耐震性を満たす住戸数

156,300 戸　（48,300 棟）

＜耐震化率 約84.6％＞

耐震性が不十分な住戸数

28,500 戸　（１５，８００ 棟）

平成26年度末

住戸総数

184,800戸
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令和２年度末の耐震性が不十分な建築物は２１棟あります。

令和８年度末に耐震化率９５％の目標を達成するためには、８棟が耐震改修又は建替えを

実施する必要があります。

・特定緊急輸送道路沿道建築物及び一般緊急輸送道路沿道建築物については、中野区国土強

靭化地域計画の目標との整合を図り、令和８年度までに耐震化率を１００％とすることを

目標とします。

・区が指定する通行障害を防ぐべき道路沿道建築物については、令和８年度までに耐震化率

を９５％とすることを目標とします。

民間特定建築物

防災上重要な区有建築物

防災上重要な区有建築物２１４棟

【区分Ⅰ】１１６棟

東京都震災対策条例第１７条に位置付けている建築物のうち本庁舎・小中学校

【区分Ⅱ】９５棟

・区分Ⅰ以外の東京都震災対策条例第１７条及び同施行規則第８条に位置付け

ている建築物

・特定建築物の要件を満たす建築物

・多数の区民が利用する建築物

・その他防災上重要な建築物

（例：特別養護老人ホーム、高齢者福祉センター、保育園等）

【区分Ⅱ】３棟

その他防災上重要な建築物（指定避難所）

耐震性を満たす建築物

２１４棟

地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物
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第３章 耐震化の促進を図るための施策

１ 基本的な取組方針

（１）建物所有者の主体的な取組

住宅・建築物の耐震化の促進にあたっては、自助・共助・公助の原則を踏まえ、建物所有者

が自らの問題であり、かつ、地域の問題であることを認識し、主体的に取り組むことが不可

欠です。また、地震による住宅・建築物の被害及び損傷が発生した場合、自らの生命と財産

はもとより、道路閉塞や出火など、地域の安全性に重大な影響を与えかねないということを

十分に認識して耐震化に取り組むことも必要です。

（２）区の支援

区は、建物所有者の主体的な取組を支援するため、耐震診断及び耐震改修等を実施しやす

くするための無料耐震診断など、耐震化に係る助成制度等による財政的な支援や区報・耐震

対策のチラシ・ホームページなどによる情報提供と耐震相談などの技術的な支援を行います。

また、震災対策上公共性が高いなど、公共的観点から必要がある場合には、新たに財政的な

支援を行うこととします。

（３）耐震化を促進するための関係者との連携

区は、区内の耐震診断士等※１４及び中野区耐震改修促進協議会等の関係団体と連携を図り、

住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修等の促進に取り組むこととします。

※14 区民が安心して木造住宅等の耐震診断及び耐震改修工事を実施できる体制を整備するため、既存の木造住宅等の耐震性

の判定を適切に行うことができる耐震診断士及び既存の木造住宅等の耐震改修をするための工事を適切に行うことがで

きる耐震改修施工者を登録制にしています。

（１）住宅・建築物の耐震化は、自助・共助・公助の原則を踏まえ、その建物所有者によっ

て行われることを基本とします。

（２）区は、建物所有者が主体的に耐震化に取り組むことができるよう情報提供や技術的

な支援を行います。また、公共的な観点から必要がある場合には財政的支援を行い

ます。

（３）区は、耐震診断及び耐震改修等の促進を図るため、関係団体と十分連携して取り組

みます。
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２ 重点的に取り組むべき施策

２－１ 住宅の耐震化

【建替え・除却・耐震補強すべき住棟数】

令和８年度までに、住宅の耐震化率１００％の目標を達成するためには、耐震性が不十分

な住宅８，９００棟（木造７，６４９棟、非木造１，２５１棟）の耐震化が必要となります。

このため、これまで進めてきた施策の継続、施策の見直し、新たな施策の導入を検討し、総

合的かつ計画的に取り組むこととします。

【施策の取組】

（１）木造住宅無料耐震診断（簡易耐震診断及び一般耐震診断）

昭和５６年以前に建築された、在来軸組工法による木造住宅を対象に、区民が住宅の耐震

性を具体的に認識することを目的として、簡易耐震診断及び一般耐震診断を無料で実施して

います。一般耐震診断では、区に登録している耐震診断士が耐震診断後、耐震診断結果とと

もに耐震改修計画を作成し、具体的な補強方法のほか、リフォームに合わせた補強、部分的

な補強、安価な工法、家具転倒防止対策、家具の移動による安全対策、建替えなど、所有者が

自らの命を守るための対策について説明しています。

（２）木造住宅耐震補強助成

大規模な震災等による木造住宅の倒壊等の被害を最小限にとどめるため、建築物の安全性

の向上を促進し、災害に強い安全なまちづくりの推進を目的として、耐震性の不十分な古い

木造住宅の所有者に対して、耐震補強工事に要する費用の一部を助成しています。

（３）木造住宅建替え等助成

地震の発生により住宅が倒壊した場合、道路閉塞や出火によって避難や救急・消火活動が

施策の概要

（１）木造住宅無料耐震診断

（２）木造住宅耐震補強助成

（３）木造住宅建替え等助成

（４）木造共同住宅耐震改修工事費補償型助成

（５）非木造住宅耐震診断助成

（６）家具転倒防止器具取付助成

（７）都市防災不燃化促進事業

（８）不燃化推進特定整備事業
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妨げられ、大規模な市街地火災が引き起こされるなど、広範かつ甚大な被害につながるおそ

れがあることから、昭和５６年以前に建築された木造住宅を対象に建替え等に要する費用の

一部を助成しています。

（４）木造共同住宅耐震改修工事費補償型助成

昭和５６年以前に建築された在来軸組工法による木造共同住宅を対象に、耐震改修工事を

実施した所有者に対し、工事後１０年以内に震度６強以下の地震で全損した場合に、耐震改

修工事費及び全損した建築物の評価額相当分を補償助成します。

（５）非木造住宅耐震診断助成

昭和５６年以前に建築された非木造の戸建住宅、長屋、共同住宅（店舗等の用途を兼ねる

ものを含む）を対象に、耐震診断に要する費用の一部を助成しています。

（６）家具転倒防止器具取付助成

地震時に、家具の転倒による被害を防止するため、転倒防止器具の取付けを推進していま

す。満６５歳以上の方や障害者手帳をお持ちの方のみの世帯などの場合には、器具の取付け

を無料で実施しています。また、家具の転倒防止に関する区報掲載やチラシの配布等により

家具を固定することの重要性を周知するとともに、区の相談窓口や各種イベント等を通して

普及を図ります。

（７）都市防災不燃化促進事業

広域避難場所に指定されている東京大学附属中等教育学校周辺地区や延焼遮断帯の形成を

目的としている大和町中央通り地区及び区画街路第４号線地区については、都市防災不燃化

促進事業を導入し、一定の要件を満たす耐火建築物を建築する方、古い建築物を除却する方

に費用の一部を助成しています。

（８）不燃化推進特定整備事業

都より不燃化推進特定整備地区（不燃化特区）に指定されている弥生町三丁目周辺地区及

び大和町地区において、一定の要件を満たす古い建築物の建替えや除却を行う方などに費用

の一部を助成しています。
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【表－１４】令和８年度までに耐震化すべき住棟数の内訳

２－２ 民間特定建築物の耐震化

区内には、大勢の方が利用する民間特定建築物が多数存在し、経済活動の促進に大きな役

割を果たしています。区民の生命の保護と経済活動における減災を図るため、防災上重要な

学校や病院、災害時要配慮者が利用する福祉施設、不特定多数の方が利用する百貨店、ホテ

ルなどの建築物の所有者に対して耐震化を要請します。

区は、耐震改修促進法の趣旨を踏まえ、防災上重要な民間特定建築物の所有者に対して、

指導、助言を積極的に行います。

事業名
内訳 （棟数）

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 合計

耐

震

診

断

木造住宅無料耐震診断

（簡易耐震診断）
２００ ２００ ２００ ２００ ２００ １,０００

木造住宅無料耐震診断

（一般耐震診断）
２００ ２００ ２００ ２００ ２００ １,０００

非木造住宅耐震診断 ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ １００

家具転倒防止器具取付 ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ２５０

耐

震

補

強

木造住宅耐震補強 1００ 1００ 1００ 1００ 1００ 500

非木造住宅耐震補強 5０ 5０ 5０ 5０ 5０ 25０

建
替
え
・
除
却

木造住宅建替え・除却 1,430 1,430 1,430 1,430 1,430 7,15０

非木造住宅建替え・除却 20０ 20０ 20０ 20０ 20０ 1,00０

耐震補強、建替え・除却 計 １，７８０ １，７８０ １，７８０ １，７８０ １，７８０ 8，90０

民間特定建築物のうち、防災上重要な学校や病院、災害時要配慮者が利用する福祉施設、

不特定多数の者が利用する百貨店などの建築物について、建物所有者に対して耐震化を強

く要請します。
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２－３ 防災上重要な区有建築物の耐震化

２－４ 地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化

（１）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路の指定

地震により防災上重要な道路の沿道の建築物が倒壊し、道路閉塞を起こした場合、広域的

な避難や救急・消火活動に大きな支障をきたし、甚大な被害につながるおそれがあります。

また、地震発生後の緊急物資等の輸送や、復旧及び復興活動を困難にさせることが想定され

ます。このため、地震発生時に通行障害を防ぐべき道路をあらかじめ指定し、沿道建築物に

ついて重点的に耐震化を促進します。

①都が指定する通行障害を防ぐべき道路※１５

≪特定緊急輸送道路≫

・都は、耐震化推進条例に基づき、特に沿道建築物の耐震化を図る必要がある緊急輸送道路

として「特定緊急輸送道路」を指定し、その道路に敷地が接する建築物の所有者に対して、

耐震化状況の報告、耐震診断を義務付けています。

・区は、沿道建築物の耐震診断の結果の報告期限を平成２６年度末とし、報告を求めました。

≪一般緊急輸送道路≫

・都は、耐震改修促進法第５条第３項第３号の地震発生時に通行障害を防ぐべき道路に特定

緊急輸送道路以外の緊急輸送道路を指定しています。

②区が指定する通行障害を防ぐべき道路

・区は、耐震改修促進法第６条第３項に規定する通行障害を防ぐべき道路に、中野区地域防

災計画に位置付けられている道路障害物除去路線全線を区が定めた道路として指定しま

す。（もみじ山通り等計１８路線）

※15 東京都地域防災計画に定める緊急輸送ネットワークの緊急輸送道路（山手通り、環状７号線、青梅街道等計１３路線）

（これらの路線は、東京都耐震改修促進計画により、地震発生時に通行障害を防ぐべき道路として指定されています。）

防災上重要な区有建築物について、平成２４年改定の中野区区有施設耐震改修計画に基づ

き対象となった施設の耐震化工事は、平成２８年３月をもって、すべて完了しました。

（１）地震発生時に、建築物の倒壊により緊急車両の通行や区民の避難の妨げになるおそ

れのある道路を指定します。

（２）指定した道路のうち、特に重要な道路の沿道の対象建築物に対しては、公共的観点

から必要な支援を講じます。
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【図－５】地震発生時に通行障害を防ぐべき道路

（２）指定道路における沿道建築物の耐震化の促進

地震発生時に通行障害を防ぐべき道路として指定した沿道の建築物の耐震化を促進しま

す。

また、耐震改修促進法第１４条第３号に規定する建築物は、震災対策上、重点的に耐震化

を図るため、耐震改修促進法に基づく指導、助言を行うとともに、特に重要な道路の沿道の

建築物に対しては、公共的な観点から必要な支援を講じます。
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【表－１５】地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化助成一覧

【表－１６】地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道建築物の耐震化促進事業実施目標

事業名 事業内容 対象となる建築物 対象者の要件

特定緊急輸送道路

沿道建築物耐震化

促進事業

・耐震診断費用

・耐震補強設計費用

・耐震補強工事費用

・建替え工事費用

・除却工事費用

昭和５６年５月３１日以前

に着工された耐火建築物

又は準耐火建築物の特定

緊急輸送道路沿道建築物

対象建築物の

所有者

緊急輸送道路等

沿道建築物耐震

診断事業

耐震診断費用の全部又は一部助

成

昭和５６年５月３１日以前

に着工された耐火建築物

又は準耐火建築物の緊急

輸送道路沿道建築物

対象建築物の

所有者

緊急輸送道路等

沿道建築物耐震

改修等事業

・耐震補強設計費用

・耐震補強工事費用

・建替え工事費用

・除却工事費用

昭和５６年５月３１日以前

に着工された耐火建築物

又は準耐火建築物の緊急

輸送道路沿道建築物

対象建築物の

所有者

年 度

種 別

実施目標（棟数）

４ ５ ６ ７ ８ 合計

特定緊急輸送道路沿道建築物 ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ １００

一般緊急輸送道路沿道建築物 ３６ ３７ ３７ ３７ ３７ １８４

区が指定する通行障害を

防ぐべき道路沿道建築物
３０ ３０ ３０ ３０ ３１ １５１

全部又は

一部助成

一部助成
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３ 耐震化を促進するための環境整備

（１）相談体制、普及啓発及び情報提供の充実

住宅・建築物の耐震化を促進するには、まず、区民が耐震化の必要性や重要性について十

分に認識することが必要です。このため、ホームページやパンフレット、耐震対策チラシの

戸別配布等、様々な機会を活用し、耐震診断及び耐震改修等に関して普及啓発を行います。

また、安心して耐震診断及び耐震改修等を実施できるよう、耐震相談窓口を整備するととも

に、助成制度や区登録の耐震診断士及び耐震改修施工者等についても適切に情報提供を行い

ます。

（２）木造住宅の安価で信頼できる耐震改修工法・装置の普及

耐震改修の促進を阻害する要因として、工事に要する期間や工事費への負担感などがあげ

られます。また、様々な耐震改修工法や技術が開発されているにもかかわらず、改修工法等

の適切な選択が難しく、地震に対してどの程度有効な工法なのか不安があるなどの理由から、

木造住宅の耐震化が進んでいない一因となっています。そこで、耐震改修工法の展示や写真、

パンフレット等を利用し、耐震改修工法の簡素化事例、装置や工事のコストダウンを図った

具体的な事例を紹介して、区民にわかりやすく紹介します。

（３）耐震改修促進税制の普及

平成１８年度税制改正において耐震改修促進税制が創設されました。既存住宅を耐震改修

した場合、その証明書を添付して確定申告等を行うことで、所得税額の特別控除を受けられ

ます。

さらに、建替えや耐震改修工事を行った住宅への固定資産税及び都市計画税の全額減免措

置が令和３年度末まで延伸されました。

そこで、区は、耐震改修促進税制制度の普及を図るとともに、所得税額の特別控除や固定

資産税額の減額措置に必要な証明書を発行します。

【施策の概要】

（１）建物所有者等が安心して耐震診断・耐震改修等を実施できるよう、相談体制、普及

啓発及び情報提供の充実を図ります。

（２）木造住宅の安価で信頼できる耐震改修工法・装置の普及を図ります。

（３）耐震改修促進税制の普及を図ります。

（４）町会や自治会等との連携を図ります。

（５）耐震診断士・耐震改修施工者及び中野区耐震改修促進協議会の活用を図ります。

（６）耐震改修促進法による指導及び助言を実施します。



32

（４）町会や自治会等との連携

平常時の防災訓練や地域における危険個所の改善等の点検活動など、自主防災活動は重要

です。こうした地域における震災対策への取組は、地震発生時の適切な対応にも効果を発揮

します。町会では、地域のための防災ハンドブックを作成しているところもあります。こう

した活動を支援するため、区では町会や自治会等へ耐震化促進事業の周知や情報提供を行い

ます。

（５）耐震診断士・耐震改修施工者及び中野区耐震改修促進協議会の活用

区民が安心して住宅の耐震化に取り組むためには、身近で信頼できる耐震診断士や耐震改

修施工者の役割が重要です。しかし、耐震診断や耐震改修等を行う場合の相談先や、依頼先

がわからない、信頼できる耐震診断士や耐震改修施工者を紹介してほしいという問合せが多

くあります。そうした中で、「耐震」に名を借りた悪質な訪問販売による被害も生じており、

区民の中には耐震診断や耐震改修の実施に対し不安感や不信感を抱いている方もおります。

このため、区では耐震診断士と耐震改修施工者を区登録制にし、木造住宅の無料耐震診断

派遣や家具転倒防止器具取付工事の依頼などのほか、区民からの相談や問合せに対して、都

の耐震診断士登録制度と合わせて、登録制度の紹介や耐震診断士と耐震改修施工者の情報提

供などを行っています。

また、区と民間団体で構成する中野区耐震改修促進協議会を活用し、耐震化促進のための

方策や手法等について協議し、施策の実施について連携を図り計画的に取り組みます。

（６）耐震改修促進法による指導及び助言の実施

原則として、既存耐震不適格建築物等について耐震診断を行い、その結果、地震に対する

安全性の向上を図る必要があると認められるときは、当該建築物の所有者に対して、耐震診

断及び耐震改修等について必要な指導及び助言を行います。
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第４章 耐震化を促進するための普及啓発

１ 「中野区防災地図」の作成と公表

（１）「中野区防災地図」の活用

区民自らが、耐震診断及び耐震改修等を実施していくためには、自分が住んでいる地域の

地震に対する危険性を十分認識していることが必要です。このため、区は、区民に対し、「中

野区防災地図」を活用し、地震に関する地域の危険度の周知や、耐震診断及び耐震改修等の

啓発と知識の普及を図ります。

（２）地域危険度測定調査結果の活用

都は、東京都震災対策条例に基づき、概ね５年ごとに地震に関する地域危険度測定調査を

実施し公表しています。区は、今後、「中野区防災地図」改定に際しこの調査結果等を活用し

ます。

【参考】

地域危険度測定調査（第８回）（平成３０年２月公表）

東京都震災対策条例第１２条の規定に基づき、以下の目的で概ね５年ごとに地震に関す

る地域の危険度を科学的に測定調査します。

①地震に強い都市づくりの指標とします。

②震災対策事業を実施する地域を選択する際に活用します。

③地震災害に対する都民の認識を深め、防災意識の高揚に役立てます。

（１）区では、「中野区防災地図」を作成し公表しています。この「中野区防災地図」を活

用し、地震に関する地域の危険度の周知や耐震診断及び耐震改修の普及啓発を図り

ます。地域ごとの詳細な「中野区防災地図」は、区ホームページで見ることができ

ます。

（２）都は、東京都震災対策条例に基づき、概ね５年ごとに地震に関する地域危険度測定

調査を実施し公表しています。
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２ 相談体制の整備と情報提供の充実

（１）相談体制の整備と充実

住宅・建築物の耐震化を促進するためには、助言や情報提供を適切に行うなど、建物所有

者等のニーズに的確に対応することが重要です。また、身近で手軽に相談できる窓口体制が

整備されていることも必要です。

このため、区では、耐震診断及び耐震改修等に関する相談窓口を平成１６年度より都市基

盤部建築課に開設しています。電話での耐震相談も受け付けており、今後さらに、相談しや

すい環境を工夫するなど充実を図ります。

なお、専門的な事項に関しては、建築士事務所協会等の関係団体への紹介も行っています。

（２）情報提供の充実

区民や事業者等に対し、耐震診断及び耐震改修等に関する助成事業等について普及啓発を

図るため、助成制度のパンフレット、耐震対策関係の資料・写真、耐震対策チラシの戸別配

布などの情報提供を行っています。また、区報への掲載やホームページ掲載など、多様な広

報活動を実施しています。

今後、耐震化に関する装置の展示、パンフレット等を整備し、情報提供の充実を図ります。
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第５章 関連施策の推進

１ 地震時の安全対策

（１）窓ガラスの落下防止対策

平成１７年３月に発生した福岡県西方沖地震において、市街地にあるビルのガラスが割れ、

道路に大量に落下する事態が発生しました。これを機に、地震発生時の窓ガラスの落下、飛

散による人身事故の危険性が改めて問題となりました。

窓ガラスの落下防止等に関して、これまで区では、以下のような実態調査と改善指導を実

施しています。

① 昭和５３年に建築基準法施行令に基づく告示が改正され、窓ガラスを固定するシーリング

材に硬化性のものを使用することが原則禁止となりました。

これを受けて昭和５５年以降硬化性シーリング材を使用する窓ガラスの実態調査及び改

善指導を実施しました。

② 平成１７年３月にはめ殺し窓の窓ガラスの実態調査を行い、改善指導を実施しました。今

後、窓ガラスの落下防止等について、未改修ビル等の建物所有者等への計画的かつ定期的

な改善指導を行います。

（２）外壁タイル等の落下防止対策

平成１７年６月に都内のオフィスビルにおいて、外壁タイルの落下により負傷者を出す事

故が発生しました。これを受け、区では、外壁タイル等の落下により危害を与えるおそれの

ある傾斜した外壁を有する建物所有者に対して、実態調査と改善指導を実施しました。

今後、定期的な調査を実施し、建物所有者等から状況調査報告を得られていないものや、

落下防止対策が行われていない建物について状況調査の実施を督促するとともに、改善指導

を継続して行います。

（３）ブロック塀等の倒壊防止対策

昭和５３年６月の宮城県沖地震では、２８人の死者の死因のうち、１８人がブロック塀等

の倒壊によるものでした。また、平成３０年６月の大阪府北部を震源とする地震においても、

ブロック塀の倒壊による死者が発生し、その危険性が改めて問題となりました。このため区

では、平成３１年度に、避難路※１６等に面しているブロック塀等の実態調査を実施しました。

その結果を基に、建築基準法に定める技術的基準を満たしていない等、危険性が高い塀の所

有者・管理者に対して、倒壊による危険性や対策の必要性について、啓発・改善指導を行っ

ています。

また、安全性が十分でないブロック塀等の撤去・改修などを行う際の、ブロック塀等撤去

工事等助成制度や生垣化助成制度等の活用により安全対策の普及を図ります。

※16 幅員４ｍ以上の道路及び区が指定する通学路をいう。
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（４）エレベーター・エスカレーターの事故防止対策

平成１７年７月に発生した千葉県北西部地震では、首都圏の多くの住宅・建築物でエレベ

ーターが緊急停止しました。この際、エレベーターのかごの中に利用者が長時間にわたり閉

じ込められるなどの被害が発生し、区民に不安や混乱を生じさせることになりました。

また、平成１８年６月にはエレベーターのかごの戸が開いたまま動き、利用者が挟まれ死

亡する事故が発生しました。さらに、平成２３年３月に発生した東日本大震災では、エレベ

ーターの釣合いおもり片の落下やエスカレーター本体の落下が報告されています。これらの

事故を受けて、地震時管制運転装置や戸開走行保護装置の設置などの安全対策、エレベータ

ーの主要な支持部分の構造やエスカレーターの脱落防止対策などが義務付けられています。

このため、地震時におけるエレベーターの運行や復旧、安全対策などに関する情報を提供

するとともに、建物所有者や関係団体等に対し、閉じ込め防止装置や挟まれ防止装置の設置

を働きかけ、区民の不安解消と被害防止対策を推進していきます。

（５）新築時の耐震化の徹底

新たに建築される住宅・建築物については、現行の耐震基準に従って適切に設計及び施工

が行われるよう、建築基準法に基づく建築確認、中間検査及び完了検査の実施を徹底します。

（６）定期調査報告制度との連携

建築基準法第１２条第１項に基づき、特殊建築物等の所有者は、調査資格者に建築物の調

査を行わせ、その結果を定期的に特定行政庁に報告しなければならないとされています。そ

の際、調査者は当該建築物の耐震診断及び耐震改修等の実施状況や外壁等の落下物の有無を

調査し、報告することとなっています。

区は、定期調査報告制度により、特殊建築物等の耐震診断及び耐震改修等の状況の把握に

努めるとともに、地震発生時に落下の危険のある建物等への指導を行います。

（７）屋外広告物の落下や脱落防止

地震の際、看板等の屋外広告物が脱落し、被害をもたらすことがないよう、定期調査報告

制度などを活用するとともに、東京都屋外広告物条例、道路法、建築基準法に基づき、表示

者等に対し、屋外広告物の許可や確認申請時等を通じて指導を行っていきます。また、引き

続き一定規模以上の屋外広告物については、屋外広告物管理者を設置させるなどの安全の確

保を図っていきます。

（８）建築物の応急危険度判定の体制整備

地震発生時には、区民の安全確保と都市の迅速な復旧が急務となります。特に、建築物の

被害については、二次災害の防止のための被害状況の把握、被災建築物の余震等に対する危

険度の判定（応急危険度判定など）を行い、必要な措置を講じることが求められます。

大規模地震が発生した場合、被災建築物は膨大な数に及ぶと考えられ、これらの被災建築

物について応急危険度判定を迅速に行うためには、公共機関及び関係団体はもとより、民間

の建築技術者の協力が不可欠です。このため、都では、平成７年５月に、東京都防災ボラン

ティアに関する要綱を制定し、応急危険度判定員を防災ボランティアとして位置付け、中野
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区在住・在勤の判定員は、令和３年１月現在３５４人が登録しています。

今後も災害時における応急危険度判定員の活用方法について、都と連携して情報共有を密

にするとともに、区独自の対応策についても関係する所管課と調整を図ります。

（９）大規模空間の天井落下防止対策

東日本大震災では、一部の建築物において、天井材の一部落下などが発生し、死傷者が出

るなどの被害がありました。

これを受け、建築基準法関係法令が改正され、平成２６年４月からは、新築等を行う建築

物における特定天井（６ｍ超の高さにある、面積２００㎡超、質量２kg/㎡超の吊り天井で、

人が日常利用する場所に設置されているもの）について、脱落防止対策に係る新たな技術基

準が適用されることとなりました。

これまで、区は、体育館、屋内プール、劇場、ホール等の５００㎡以上の大規模空間を有す

る建物所有者等に対して、実態調査を促すとともに、改善指導等を実施してきました。今後

は、これらの特定天井を有する既存建築物の実態把握に努め、国の技術基準に適合していな

い特定天井については、建築基準法に基づく定期調査報告制度や建築物防災週間を活用し、

建物所有者等に対して改善指導等を行い、落下防止対策の普及啓発を実施していきます。

（１０）液状化現象の対策

都が作成した液状化予測図を一般閲覧に供し、さらに地盤データ閲覧システムの構築に向

け、取り組んでいきます。

（１１）老朽危険家屋の対策

総務省の平成３０年度住宅・土地統計調査によれば、区内において腐朽・破損のある戸建

住宅の空き家数は約４２０棟、腐朽・破損のない戸建住宅の空き家数は約１,２００棟ありま

す。

建物の所有者、管理者等が適切な管理を怠った管理不全な家屋は、周辺環境へ悪影響を及

ぼすだけでなく、その耐震性などの防災上の危険も指摘されています。

こうした問題を解決するために、空き家の実態の把握と情報の収集を行い、地域とも連携

し、老朽化等で危険な家屋の解消に取り組んでいきます。
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第６章 その他耐震化の促進に関し必要な事項

１ 関係者による協議会等

（１）関係者による検討会等への参画

区は、区内の住宅・建築物の耐震化を促進するため、以下の検討会・協議会へ参画し、関係

者と連携して様々な施策に取り組みます。

①東京都耐震改修促進行政連絡協議会

②中野区耐震改修促進検討会

【表－１７】検討会等

（２）中野区耐震改修促進協議会の活用

住宅・建築物の耐震化を効果的に促進するためには、本計画の実施について、すべての関

係者が意識を共有し、相互に連携・協力して取り組むことが必要です。また、令和８年度の

耐震化率の目標達成には、関係者全員が耐震診断及び耐震改修等の実施に向けた機運を高め、

計画的かつ継続的に取り組むことが重要です。特に木造住宅等の耐震化促進では、区と民間

団体で構成する、中野区耐震改修促進協議会を活用し、耐震化促進のための施策の実施につ

いて連携を図り、計画的かつ継続的に取り組みます。

（１）本計画を総合的に推進するため、東京都・区市町村・関係団体等によって構成され

る検討会等に参画します。

（２）区と民間団体及び区の指定する耐震診断士等で構成する、中野区耐震改修促進協議

会を活用し、計画的かつ継続的に耐震化に取り組みます。

名 称 目 的 構 成

東京都耐震改修促進

行政連絡協議会

東京都及び区市町村が連携して、東京都内の

建築物の耐震診断及び耐震改修等の円滑な推

進を図ります。

都・区市町村

中野区耐震改修促進

検討会

区内住宅・建築物の耐震化を促進するための

施策について検討します。

都市基盤部長を長と

する全庁組織
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中野区住宅耐震化緊急促進アクションプログラム

１．目 的

東京都は令和３年度から住宅の耐震化を促進するため、整備地域内及び整備区域外の耐震

診断並びに耐震改修等の耐震対策を重点的に実施するため、助成事業に対する要綱の改定等

を行った。

今後、助成制度の拡充にあたっては、住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「ア

クションプログラム」という。）の策定・進達が要件となることから区として新たな耐震化の

取組を促進することを目的にアクションプログラムを策定する。

２．位置付け

中野区耐震改修促進計画第４章２「相談体制の整備と情報提供の充実」に基づき策定する。

３．対象建築物

アクションプログラムの対象建築物は、原則として建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）における新耐震基準（昭和５６年６月１日施行）前に建築されたすべての住宅とする。

４．計画期間

２０２２年度から２０２６年度までの５か年とする。

ただし、社会経済状況の変化や関連事業及びアクションプログラムの進捗状況等に適切に

対応するため、必要に応じて検証し、必要な見直しを行う。

５．対象区域

アクションプログラムの対象区域は、中野区全域とする。

このうち、住宅の耐震化を緊急に促進すべき区域（緊急耐震重点区域等）は、次の地域とす

る。

中野区基本構想

中野区基本計画

中野区地域防災計画中野区国土強靱化地域計画

中野区耐震改修促進計画 東京都耐震改修促進計画

耐震改修促進法

中野区住宅マスタープラン

中野区都市計画

マスタープラン
関連計画

等

住宅耐震化緊急促進アクションプログラム

資料
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（１）東京都震災対策条例に位置付けている整備地域

（２）東京都震災対策条例に基づく地域危険度において、建物倒壊危険度、火災危険度、

災害時活動困難度、総合危険度のいずれかがランク４以上の区域

地 域

南 台 一、二、三、四丁目の全域、五丁目の一部

弥生町 一丁目の一部、二丁目の一部、三、四丁目の全域

上高田 二丁目の全域、三、四、五丁目の一部

新 井 一、二、三、四、五丁目の全域

沼 袋 一丁目の一部、三丁目の一部

野 方 一丁目の一部、二、三丁目の全域

大和町 一、二、三、四丁目の全域

白 鷺 一丁目の一部

地 域

南 台 二、四丁目の全域 沼 袋 三、四丁目の全域

弥生町 三丁目の全域 野 方 一、二、三丁目の全域

本 町 二、六丁目の全域 大和町 一、二、三、四丁目の全域

中 央 四丁目の全域 若 宮 一、二、三丁目の全域

中 野 一、五丁目の全域 鷺 宮 一、四丁目の全域

上高田 一、二、三丁目の全域 白 鷺 三丁目の全域
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（３）防火地域及び新防火地域に指定されている区域

（４）地震発生時に通行障害を防ぐべき道路沿道

６．取組内容

（１）これまでの普及啓発活動

①中野区耐震改修促進協議会との連携による耐震フォーラムの開催（年１回）

②耐震診断及び建替え等助成事業などのチラシ２０万７千部配布（年１回）

（２）相談体制の確立

①重点整備地域内でのまちづくり部門による建替え相談の実施

②耐震診断士及び耐震改修事業者の斡旋並びに育成と周知の徹底

③中野区耐震改修促進協議会の加盟団体による耐震相談への支援

（３）戸別訪問等の実施

中野区内に存する住宅の所有者等に対して、耐震化の意識啓発及び情報提供を行うた
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め、区内全戸に対して耐震対策事業に関する区報臨時号により周知するとともに、ホー

ムページに掲載するなど、多様な広報活動を実施します。また、耐震診断を実施した所

有者等に対してはダイレクトメール等により啓発を図ります。

７．住宅耐震化に係る支援目標

①不燃化の促進を図る地域については、除却又は建替えを推進する。

②木造住宅に関しては、無料にて耐震診断士を派遣するとともに、耐震改修等の助成制度

を活用し、耐震化を図る。また、非木造住宅に関しては、耐震診断及び耐震改修等の助

成制度を活用し、住宅の耐震化を図る。

８．取組実績の公表

毎年度末に、戸別訪問、耐震診断及び耐震改修等の助成制度に係る実績は中野区都市基盤

部建築課のホームページ等により公表するものとする。
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